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2020年9月24日 

 

各 位 

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ リ ー ス 株 式 会 社                  

取 締 役 社 長  柳 井 隆 博 

（コード番号 ８５９３ 東証・名証第１部） 

お問合せ先 

コーポレートコミュニケーション部長  長谷川太郎 

                                     ＴＥＬ  ０３－６８６５－３００２ 

 

 

代表取締役の異動に関するお知らせ 

 

当社は、2020年 9月 24日開催の取締役会において、日立キャピタル株式会社（以下、日立キャピタル）

との吸収合併（以下、本合併）を通じた経営統合（以下、本経営統合）後の当社（以下、統合新会社）の代

表取締役について、下記の予定とすることといたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本経営統合は、本合併に必要な国内外の関係当局の許認可、およびその他本合併に際して必要な承

認等の取得などを前提としており、2021年 2月下旬に開催予定の両社の臨時株主総会の決議による承認を得

た上で、2021年 4月 1日を効力発生日として行う予定です。 

 

1. 異動の理由 

当社は、2020年 9月 24日付「三菱 UFJリースと日立キャピタルとの合併を通じた経営統合に向け

た契約締結に関するお知らせ」にてお知らせいたしました通り、2021年 2月下旬に開催予定の両社の臨

時株主総会の決議による承認を得た上で、当社を吸収合併存続会社、日立キャピタルを吸収合併消滅会

社とする吸収合併を実施することにより、本経営統合を行う予定です。 

これに伴い、当社は、本経営統合後の統合新会社において、本経営統合の効果を迅速かつ最大限に発

揮し、経営体制の強化及び企業価値向上を図るための最適な役員構成を実現することを目的として、本

経営統合後の統合新会社の役員体制について日立キャピタルとの間で協議を進めており、この度、本日

開催の当社取締役会において統合新会社の取締役会長（代表取締役）を以下の予定とすることといたし

ました。これにより、統合新会社の代表取締役に異動が生じることが見込まれることになりますが、統

合新会社の代表取締役の異動は、本合併の効力発生を条件としており、また、2021年 2月下旬に開催予

定の当社の株主総会及び本合併の効力発生後に開催される統合新会社の取締役会において他の役員体制

と合わせて承認されることにより正式決定される予定です。 

なお、統合新会社の取締役社長（代表取締役）には、現当社取締役社長（代表取締役）の柳井隆博が

引き続き就任する予定です。 

 
2. 統合新会社の代表取締役の異動（2021年 4月 1日付） 

 新(2021年 4月 1日付) 旧 

川部 誠治 

(かわべ せいじ) 
取締役会長（代表取締役） 

日立キャピタル株式会社 

代表執行役 執行役社長 兼 CEO 
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3. 統合新会社の代表取締役の略歴 

新 役 職 名 取締役会長(代表取締役) 

氏 名 川部 誠治(かわべ せいじ) 

生 年 月 日 昭和 30年 9月 3日 

略 歴 昭和 55年 4月 日立キャピタル株式会社 

（旧 日立リース株式会社）入社 

平成 12年 8月 同社 関西支社 営業第二部長 

平成 12年 10月 同社 関西営業本部 関西第一法人営業支店  

営業第二部長 

平成 14年 4月

  

同社 関西営業本部 関西法人営業支店長 兼  

営業第二部長 

平成 15年 4月 同社 本社第一営業本部長 

平成 19年 9月 同社 営業統括部門副部門長 兼  

東京第二営業本部副本部長 

平成 20年 4月 同社 執行役常務 営業統括部門副部門長 

平成 21年 4月 同社 執行役常務 営業統括部門長 

平成 24年 4月 同社 執行役専務 法人事業、日立グループ事業、 

金融サービス事業管掌 

平成 26年 4月 同社 執行役専務 CMO 

平成 27年 4月 同社 執行役専務 CMO 営業統括本部長 兼  

サービス事業本部長 

平成 28年 4月 同社 代表執行役 執行役社長 兼 CEO（現任） 

平成 28年 6月 同社 取締役（現任） 

所有株式数 0株 

（なお、川部 誠治氏は、日立キャピタル株式 18,400株を保有しており

ますが、本合併に伴い日立キャピタル株式 1株当たり当社株式 5.1株が割

当て交付される予定です。） 
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三菱UFJリースは、本経営統合が行われる場合、それに伴い、Form F-4による登録届出書を米国証券取引

委員会に提出する可能性があります。Form F-4 を提出することとなった場合、Form F-4 には目論見書

（prospectus）及びその他の文書が含まれることになります。Form F-4 が提出され、その効力が発生した

場合、本経営統合を承認するための議決権行使が行われる予定である株主総会の開催日前に、Form F-4 の

一部として提出された目論見書が、日立キャピタルの米国株主に対して発送される予定です。Form F-4 が

提出されることとなった場合、提出される Form F-4 には、両社に関する情報、本経営統合ならびにその他

の関連情報などの重要な情報が含まれます。日立キャピタルの米国株主におかれましては、株主総会にお

いて本経営統合について議決権を行使される前に、本経営統合に関連して SEC に提出される可能性のある

Form F-4、目論見書及びその他の文書を注意してお読みいただくよう、お願いいたします。本経営統合に

関連して SECに提出される全ての書類は、提出後に SECのホームページ（www.sec.gov）にて無料で公開

されます。なお、かかる資料につきましては、お申し込みに基づき、無料にて郵送いたします。 

 

以 上 


